
令和７年度予算概算要求の概要



令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求の姿

（令和６年度予算額） （令和７年度要求額） （対令和６年度増額）
33兆8,189億円 34兆2,763億円 （＋ 4,574億円）

⼀般会計

増 △ 減 額
（Ｃ）
(Ｂ－Ａ)

令和７年度
要求額
（Ｂ）

令和６年度
予算額
（Ａ）

区 分

４，５７４３４２，７６３３３８，１８９⼀ 般 会 計

３，６７７３２４，３７５３２０，６９８
うち
年⾦・医療等
に 係 る 経 費

-１，５０８－うち
重要政策推進枠

［計数整理の結果、異同を⽣ずることがある。］

（注１）令和６年度予算額は当初予算額であり、国土交通省及び環境省から令和７年度予算概算要求を行う関連予算1.4億円を除く。

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

（単位︓億円）
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特別会計

増 △ 減 額
（Ｃ）
(Ｂ－Ａ)

令和７年度
要求額
（Ｂ）

令和６年度
予算額
（Ａ）

区 分

１，４００３３，８１３３２，４１３労働保険特別会計

▲２４，５２５７０２，５５９７２７，０８４年⾦特別会計

１，２６６１０，５７７９，３１２
⼦ども・⼦育て
⽀援特別会計

（育児休業等給付勘定）

７８３７６東⽇本⼤震災
復興特別会計

（単位︓億円）

［計数整理の結果、異同を⽣ずることがある。］

（注１）令和６年度予算額は当初予算額である。

（注２）各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。

（注３）育児休業給付関係予算については、労働保険特別会計（雇用勘定）から子ども・子育て支援特別会計（育児休業等給付勘定）に組替えて計上している。

（注４）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。
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令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求のフレーム

高齢化等に伴ういわゆる自然増 ４，１００億円（注１）

義 務 的 経 費

１０％

年 金 ・ 医 療 等 に 係 る 経 費

（裁量的経費に係る削減額）

(裁量的経費に係る削減額の３倍）

重要政策推進枠 １，５０８億円

裁 量 的 経 費

注１ 他府省所管予算に係る増加額４００億円を含む。

注２ 消費税率引上げとあわせ行う社会保障の充実及び｢新しい経済政策パッケージ｣で示された介護人材の確保については、消費税収、
地方消費税収並びに重点化及び効率化の動向を踏まえ、予算編成過程において検討する。

また、過去の年金国庫負担繰り延べの返済などについても予算編成過程で検討する。

注３ 物価高騰対策、賃上げ促進環境整備対応等を含めた重要な政策については、必要に応じて、「重要政策推進枠」や事項のみの要
求も含め、適切に要求・要望を行い、予算編成過程において検討する。
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財務省作成資料
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＜創薬⼒強化に向けたイノベーションの推進と医薬品等の
安定供給確保＞

有望なシーズの医薬品・医療機器等への実⽤化の促進
研究開発によるイノベーションの推進
医薬品等の安定供給の推進

＜医療・介護におけるＤＸ、地域医療・介護の基盤強化の推
進等＞
医療・介護分野におけるＤＸの推進等
医師偏在対策・地域医療構想・かかりつけ医機能等の推

進
地域包括ケアシステムの推進
救急・災害医療体制等の充実

＜国際保健への戦略的取組、感染症対策の体制強化＞
国際保健への戦略的取組の推進、医療・介護分野の国際

展開等
次なる感染症危機に備えた体制強化

＜予防･重症化予防,⼥性の健康づくり,認知症施策の推進等＞
予防・重症化予防の推進、⼥性の健康づくり
認知症施策の総合的な推進
がん、肝炎、難病対策等の推進
⻭科保健医療の推進
⾷の安全・安⼼の確保

令和７年度厚⽣労働省予算概算要求における重点要求
少⼦⾼齢化・⼈⼝減少時代にあっても、
○今後の⼈⼝動態や経済社会の変化を⾒据えた保健・医療・介護の構築や包摂社会を実現するとともに、
○持続的・構造的な賃上げに向けた三位⼀体の労働市場改⾰の推進と多様な⼈材の活躍促進を通じて
国⺠⼀⼈ひとりが、安⼼して⽣涯活躍できる社会の実現に向け、以下を柱に重点的な要求を⾏う。

＜地域共⽣社会の実現等＞

 相談⽀援・地域づくり等による
重層的⽀援体制の整備の促進

 ⽣活困窮者⾃⽴⽀援等の推進

 障害者⽀援の促進、依存症対策
の推進

 成年後⾒制度の利⽤促進、総合
的な権利擁護⽀援の推進

 困難な問題を抱える⼥性への切
れ⽬のない⽀援の推進

 ⾃殺総合対策、ひきこもり⽀援
の更なる推進

 医療・看護・介護・福祉の国家
資格に係る複数資格の取得促進

＜戦没者の慰霊、年⾦、
被災地⽀援等＞

戦没者の慰霊・戦没者遺族等の
援護の推進

安⼼できる年⾦制度の確⽴

被災者・被災施設の⽀援等

＜最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽀援、⾮正規雇⽤労
働者への⽀援等＞

最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた中⼩・⼩規模企業等
⽀援、⾮正規雇⽤労働者への⽀援等

＜リ・スキリング、ジョブ型⼈事（職務給）の導⼊、
労働移動の円滑化＞

リ・スキリングによる能⼒向上⽀援、個々の企業の実
態に応じたジョブ型⼈事の導⼊、成⻑分野等への労働
移動の円滑化

＜⼈材確保の⽀援の推進＞
⼈材確保の⽀援
＜多様な⼈材の活躍促進と職場環境改善に向けた取組＞
障害者や⾼齢者等、多様な⼈材の活躍促進等
仕事と育児・介護の両⽴⽀援、多様な働き⽅の実現に

向けた環境整備、ワーク・ライフ・バランスの促進
ハラスメント防⽌対策、安⼼安全な職場環境の実現
フリーランスの就業環境の整備
＜⼥性の活躍促進＞
男⼥間賃⾦格差の是正に向けた取組の推進等
⼦育て中の⼥性等に対する就職⽀援の実施
⼥性特有のライフステージごとの健康課題に取り組む

事業主への⽀援等

Ⅱ．持続的・構造的な賃上げに向けた三位⼀体の
労働市場改⾰の推進と多様な⼈材の活躍促進

Ⅲ．⼀⼈⼀⼈が⽣きがいや役割
を持つ包摂的な社会の実現

※物価⾼騰対策、賃上げ促進環境整備対応等を含めた重要な政策については、予算編成過程において検討する。
※薬価改定への対応については、予算編成過程で検討する。
※⽣活保護の⽣活扶助基準の対応については、予算編成過程で検討する。
※「防災・減災、国⼟強靱化のための５か年加速化対策」に基づく社会福祉施設等の耐震化等については、予算編成過程で検討する。

Ⅰ．全世代型社会保障の実現に向けた
保健・医療・介護の構築

5



ドラッグラグ・ドラッグロスの解消に向けて、有望シーズの実⽤化促進、研
究開発環境の整備による創薬⼒の抜本的強化を図るとともに、医薬品等の安定
的な供給を実現する。

○有望なシーズの医薬品・医療機器等への実⽤化の促進
113億円（71億円）

 ファースト・イン・ヒューマン（ＦＩＨ）試験実施体制の整備や海外スタートアップ等
の治験等の⽀援を⾏うワンストップサービス窓⼝の設置など国際競争⼒ある臨床試験
体制の整備

 次世代バイオ医薬品の製造・開発を担う⼈材の育成⽀援
 ＭＥＤＩＳＯの機能強化やグローバルな創薬エコシステム構築に向けた⽀援
 ⼩児・希少疾病⽤医薬品等におけるドラッグロス解消に向けた取組の強化
 医薬品・医療機器開発におけるレジストリ（疾患登録システム）の利活⽤を

加速させるクリニカル・イノベーション・ネットワーク構想の推進
 創薬⼒強化に向けた早期薬事相談・⽀援の強化
 リアルワールドデータの薬事活⽤、プログラム医療機器の早期実⽤化に向け

た取組の促進
 ⾰新的医療機器の創出に向けた産業振興拠点の強化
 再⽣・細胞医療・遺伝⼦治療の実⽤化の促進 等

○研究開発によるイノベーションの推進 662億円（554億円）
 がん・難病に対する全ゲノム解析及びゲノム医療の推進
 臨床開発・薬事規制調和に向けたアジア拠点の強化
 ＡＩを活⽤した創薬に向けたプラットフォームの整備及び活⽤促進
 ⽇本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）における研究及び厚⽣労働科学研究の推

進

○医薬品等の安定供給の推進 17億円（1.7億円）
 医薬品の供給状況把握のための体制整備
 抗菌薬の安定供給に向けた体制整備
 海外依存度の⾼い原薬等の供給リスク低減に向けた⽀援
 献⾎⾎液や⾎漿分画製剤の確保対策
 後発医薬品の信頼確保・安定供給のための体制・取組の強化や産業構造改⾰

医療・介護におけるＤＸの推進等により、⽣産性の向上を図るとともに、安
⼼で質の⾼い医療・介護サービスの提供を図る。

また、⾼齢化の更なる進展や⼈⼝減少に対応するため、限りある資源を有効
に活⽤しながら、質の⾼い効率的な医療・介護サービスの提供体制を確保する。
そのため、地域医療構想の推進や地域包括ケアシステムの構築等に向けた施策
を推進する。
○医療・介護分野におけるＤＸの推進等 358億円（201億円）
 電⼦カルテの導⼊と情報の標準化等による全国医療情報プラットフォームの

構築、オンライン資格確認等システム等の基盤強化及び保健医療介護情報の
活⽤促進

 マイナ保険証の利⽤促進に向けた取組
 電⼦処⽅箋の更なる全国的な普及拡⼤
 診療報酬改定ＤＸの取組の推進
 科学的介護推進のためのデータベースの機能拡充
 介護・障害福祉分野におけるテクノロジー開発・導⼊促進に向けた⽀援の推

進
 医療機関等におけるサイバーセキュリティ対策の強化
 医療安全の更なる向上・病院等の事務効率化に資する医薬品・医療機器等の

製品データベースの構築の推進
 整合的かつ効率的な審査⽀払機能の運⽤に向けた国保総合システムの改修

等

令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

Ⅰ．全世代型社会保障の実現に向けた保健・医療・介護の構築
計数は令和７年度概算要求額、（ ）内は令和６年度当初予算額

創薬⼒強化に向けたイノベーションの推進と医薬品等の安定供給確保

※物価⾼騰対策、賃上げ促進環境整備対応等を含めた重要な政策については、予算編成過程において検討する。
※薬価改定への対応については、予算編成過程で検討する。
※「防災・減災、国⼟強靱化のための５か年加速化対策」に基づく社会福祉施設等の耐震化等については、予算編成過程で検討する。

医療・介護におけるＤＸ、地域医療・介護の基盤強化の推進等
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○医師偏在対策・地域医療構想・かかりつけ医機能等の推進
915億円（878億円）

 地域医療介護総合確保基⾦等による医師偏在対策への⽀援、地域医療構想の
推進

 地域医療提供体制データ分析チームの構築
 かかりつけ医機能が発揮される制度整備等の推進
 医師の働き⽅改⾰等、医療従事者の勤務環境改善に向けた取組の促進
 ＩＣＴや特定⾏為研修の活⽤等による訪問看護及び看護師確保対策の推進
 薬局機能の⾒える化の推進、薬局機能及び薬剤師サービスの⾼度化 等

○地域包括ケアシステムの推進 2,531億円（2,474億円）
 地域医療介護総合確保基⾦等による地域の事情に応じた介護サービス提供体

制の整備及び介護従事者の確保⽀援
 地域の多様な主体による柔軟なサービス提供を通じた介護予防の取組の推進

と⾼齢者を地域で⽀えていく体制の構築⽀援
 保険者機能の⼀層の推進に向けたインセンティブの強化
 介護職員等処遇改善加算の取得⽀援
 ⾼齢者の住まい⽀援体制の構築に向けた取組の推進
 介護施設等の防災・減災対策の推進 等

○救急・災害医療体制等の充実 122億円（110億円）
 ドクターヘリ・ドクターカーの活⽤による救急医療体制の強化
 災害医療における情報収集機能等の強化、災害時におけるシステム等の活⽤

の推進
 医療施設等の防災・減災対策、ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ・災害⽀援ナース体制の

整備・強化
 災害時保健医療福祉活動⽀援システム（Ｄ２４Ｈ）による災害対応の強化

等

⽇本の知⾒を活かし、国際保健分野においてリーダーシップを発揮できるよ
う戦略的に取り組む。次なる感染症危機への対応として、国⽴健康危機管理研
究機構を創設し、研究及び⼈材育成等の体制を強化する。

○国際保健への戦略的取組の推進、医療・介護分野の国際展開等
70億円（60億円）

 「ＵＨＣナレッジハブ」の設置を含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（ＵＨＣ）の達成に向けた関係国際機関等への拠出、薬剤耐性（ＡＭＲ）対
策に関する研究開発等の推進

 開発途上国向けの医薬品研究開発及び保健システムの強化等の⽀援、諸外国
への⼈材派遣等による⽇本の医療技術等の国際展開の推進

 介護分野の好循環の実現を⽬指した、⼈材確保のための海外現地への働きか
けの強化 等

○次なる感染症危機に備えた体制強化 330億円（87億円）
 国⽴健康危機管理研究機構の創設による感染症の情報収集・分析体制の強化、

基礎から臨床に⾄る総合的な研究開発基盤の整備
 感染症危機管理の強化に向けた⼈材育成等の推進
 平時からの計画的な個⼈防護具の備蓄 等

令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

Ⅰ．全世代型社会保障の実現に向けた保健・医療・介護の構築

国際保健への戦略的取組、感染症対策の体制強化
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⽣涯活躍社会の実現に向け、健康づくり・予防・重症化予防を推進する。加
えて、⼥性健康⽀援の総合対策、認知症施策を総合的かつ計画的に取り組む。
また、がん・肝炎・難病などの各種疾病対策を着実に実施するとともに、⻭科
保健医療などを推進する。

○予防・重症化予防の推進、⼥性の健康づくり 88億円（84億円）
 「⼥性の健康」ナショナルセンターにおける診療機能の充実及び研究の推

進、⼥性の健康相談⽀援体制の構築
 糖尿病性腎症の重症化予防事業、⾼齢者の保健事業や予防・健康づくりに

関する⼤規模実証事業などへの⽀援 等

○認知症施策の総合的な推進 148億円（134億円）
 「共⽣社会の実現を推進するための認知症基本法」等に基づく、認知症の⼈に関する
理解の増進、認知症バリアフリーの推進、社会参加の確保等に関する認知症施策の
推進

 認知症の早期発⾒・早期診断及び治療・進⾏抑制、介護⽅法、社会環境の整
備等に対する研究等の推進 等

○がん対策、循環器病対策等の推進 482億円（406億円）
 効果的・効率的な⼦宮頸がん検診の実施に向けた⽀援を含むがん対策の推進、

ＨＰＶワクチン等の普及啓発の促進
 脳卒中・⼼臓病等患者の包括的な⽀援体制の構築
 リウマチ・アレルギー疾患、慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策の推進 等

○肝炎対策の推進 53億円（53億円）
 肝炎患者等の重症化予防の推進
 肝がん・重度肝硬変の治療研究の促進 等

○難病・⼩児慢性特定疾病対策等の推進 1,699億円（1,642億円）
 難病・⼩児慢性特定疾病対策の着実な推進
 移植医療対策の推進

○⻭科保健医療の推進 40億円（33億円）
 健康寿命延伸に向けた⽣涯を通じた⻭科健診等の⻭科⼝腔保健の推進
 地域の実情を踏まえた⻭科医療提供体制の構築 等

○⾷の安全・安⼼の確保 37億円（29億円）
 機能性表⽰⾷品等に係る健康被害への対応の強化
 経済連携協定の推進による輸⼊⾷品増加に伴う監視体制の強化 等

○各医療保険制度などに関する医療費国庫負担
10兆3,517億円（10兆1,598億円）

○国⺠健康保険への財政⽀援 3,071億円（3,071億円）

○被⽤者保険への財政⽀援 1,262億円（1,253億円）

令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

安定的で持続可能な医療保険制度の運営確保

予防・重症化予防、⼥性の健康づくり、認知症施策の推進等

Ⅰ．全世代型社会保障の実現に向けた保健・医療・介護の構築
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賃上げを起点とした所得と⽣産性の向上を図るため、最低賃⾦や賃⾦の引
上げに向けた中⼩企業・⼩規模事業者の⽣産性向上の取組への⽀援や、⾮正
規雇⽤労働者への⽀援等を⾏う。

○最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた中⼩・⼩規模企業等⽀援、⾮正規雇⽤労
働者への⽀援等 366億円（333億円）
 事業場内最低賃⾦の引上げに取り組む中⼩企業・⼩規模事業者の⽣産性

向上に向けた⽀援

 雇⽤管理制度の導⼊により従業員の定着・確保を図ることに加え、賃上
げにも取り組む事業主への⽀援

 ⽣活衛⽣関係営業者の収益⼒向上の推進、物価⾼騰等への対応のための
価格転嫁等の取組⽀援や経営相談⽀援の実施

 ステップアップを⽬指す⾮正規雇⽤労働者等に対する求職者⽀援制度に
よる⽀援 等

持続的・構造的な賃上げを実現するため、三位⼀体の労働市場改⾰を進め
る。全世代を対象としたリ・スキリングによる能⼒向上⽀援、個々の企業の
実態に応じたジョブ型⼈事（職務給）の導⼊、成⻑分野における労働移動の
円滑化を促進する。

○リ・スキリングによる能⼒向上⽀援、個々の企業の実態に応じたジョブ型
⼈事の導⼊、成⻑分野等への労働移動の円滑化

1,695億円（1,633億円）
〈リ・スキリング〉
 教育訓練休暇給付⾦の創設等による、経済社会の変化に対応した労働者

個々⼈の学び・学び直しの⽀援の促進
 労働者のキャリア形成やリ・スキリングの取組を促すための相談⽀援事

業等の拡充
 スキルの階層化、標準化に向けた幅広い業種における団体等検定制度の

活⽤促進
 公的職業訓練のデジタル推進⼈材の育成⽀援
 ⽣成ＡＩを含むデジタル⼈材育成のための「実践の場」を開拓するモデ

ル事業の推進
 事業主等が雇⽤する労働者に対して職業訓練等を実施した場合の賃⾦助

成の拡充による企業における⼈材育成の推進 等

〈ジョブ型⼈事〉
 職務給等に関するヒアリング調査を通じた⽀援ツールの作成

令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

リ・スキリング、ジョブ型⼈事（職務給）の導⼊、労働移動の円滑化

Ⅱ．持続的・構造的な賃上げに向けた三位⼀体の労働市場改⾰の推進
と多様な⼈材の活躍促進

最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽀援、⾮正規雇⽤労働者への⽀援等
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〈労働移動の円滑化〉
 「job tag」や「しょくばらぼ」の充実及び活⽤促進、並びにリ・スキリ

ングのプログラムや施策内容を含む各種情報を可視化するプラット
フォームの整備及び活⽤促進

 成⻑分野や⼀定の技能を必要とする未経験分野への就職を希望する就職
困難者を雇い⼊れる事業主への⽀援による成⻑分野等への労働移動の円
滑化

 副業・兼業を希望する中⾼年齢者及び企業の情報を蓄積し、当該中⾼年
齢者に企業情報の提供を⾏う情報提供モデル事業の拡充 等

⼈⼿不⾜分野等における⼈材確保を推進するとともに、⾼齢者の社会参
加、外国⼈材の就職⽀援等による⼈⼿不⾜解消に向けた取組を推進する。

○⼈材確保の⽀援 425億円（424億円）
 ハローワークの専⾨窓⼝（⼈材確保対策コーナー）の増設による医療・

介護分野等への就職⽀援の強化
 雇⽤管理制度の導⼊により従業員の定着・確保を図ることに加え、賃上

げにも取り組む事業主への⽀援（再掲）
 シルバー⼈材センター等を活⽤した⾼齢者の就労による社会参加の促進、

⾼齢者が安⼼して安全に働くための職場環境の整備等
 外国⼈求職者への就職⽀援等、適切な外国⼈材の確保等に向けた実態把

握 等

障害者や⾼齢者等、多様な⼈材が能⼒を発揮しつつ、安⼼して働き続け
られる環境の整備を進める。様々なライフステージに応じた働き⽅を選択し、
意欲に応じて活躍できる社会の実現に向けた取組を⾏う。

○障害者や⾼齢者等、多様な⼈材の活躍促進等 1,920億円（2,044億円）
 ハローワークのマッチング機能強化による障害者の雇⼊れ等の⽀援
 障害者就業・⽣活⽀援センターによる地域における就業⽀援の促進
 就職氷河期世代を含む中⾼年層へ向けた就労⽀援
 ⾮正規雇⽤労働者に関する、希望する者の正社員転換の促進、働きなが

ら学びやすい職業訓練試⾏事業の実施、基本給を定める賃⾦規定の増額
改定等への⽀援、及び「年収の壁・⽀援強化パッケージ」による⽀援

 ⾼齢者の労働災害防⽌のための環境整備の推進
 地域若者サポートステーションにおける⼼理相談を併⽤した就労⽀援体

制の強化
 育成就労制度の施⾏に向けた必要な体制整備
 多様な働き⽅・多様な雇⽤機会の創出のための労働者協同組合の活⽤促

進
 産業保健総合⽀援センターにおける相談⽀援の充実等による中⼩企業等

の産業保健活動への⽀援やメンタルヘルス対策の推進 等

令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

多様な⼈材の活躍促進と職場環境改善に向けた取組

⼈材確保の⽀援の推進

Ⅱ．持続的・構造的な賃上げに向けた三位⼀体の労働市場改⾰の推進
と多様な⼈材の活躍促進
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○仕事と育児・介護の両⽴⽀援、多様な働き⽅の実現に向けた環境整備、
ワーク・ライフ・バランスの促進 1,415億円（301億円）
 仕事と育児・介護の両⽴に向けた、業務代替整備・柔軟な働き⽅の導⼊

等を含めた⽀援
 共働き・共育て推進に向けた社会的機運の醸成、両⽴⽀援制度の導⼊・

活⽤促進
 共働き・共育ての推進のため、両親ともに育児休業をした場合に⽀給す

る出⽣後休業⽀援給付や育児期に時短勤務を⾏った場合に⽀給する育児
時短就業給付の創設

 勤務時間、勤務地、職種・職務を限定した「多様な正社員」制度の普及
促進

 適正な労務管理下におけるテレワークの導⼊・定着の促進
 勤務間インターバル制度導⼊促進のための⽀援
 年次有給休暇の取得促進及び選択的週休３⽇制を含めた多様な働き⽅の

環境整備
 労働時間の削減等、中⼩企業の勤務環境改善に向けた⽀援の実施

○ハラスメント防⽌対策、安⼼安全な職場環境の実現
67億円（66億円）

 カスタマーハラスメント対策の取組⽀援を含む職場におけるハラスメン
ト対策の推進

 ⾼齢者の労働災害防⽌のための環境整備の推進（再掲）
 産業保健総合⽀援センターにおける相談⽀援の充実等による中⼩企業等

の産業保健活動への⽀援やメンタルヘルス対策の推進（再掲）

○フリーランスの就業環境の整備 3.3億円（2.1億円）
 フリーランス・事業者間取引適正化等法の執⾏体制の整備、フリーラン

ス・トラブル１１０番における相談⽀援の実施
 フリーランスの就業環境整備に取り組む発注事業者への⽀援

⼥性の活躍促進を⽀えるため、男⼥間賃⾦格差の是正、⼦育て中の⼥性等
に対する就労⽀援等に取り組む。

○⼥性の活躍促進 49億円（48億円）
 男⼥間賃⾦格差の是正に向けた⺠間企業における⼥性活躍促進のための

コンサルティングの実施等
 マザーズハローワーク等による⼦育て中の⼥性等に対する就職⽀援の実

施
 ⼥性特有のライフステージごとの健康課題に取り組む事業主への⽀援等

令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）
Ⅱ．持続的・構造的な賃上げに向けた三位⼀体の労働市場改⾰の推進

と多様な⼈材の活躍促進

⼥性の活躍促進
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「⽀える側」、「⽀えられる側」という従来の関係を超えて、誰もが⽣きが
いや役割を持ち、助け合いながら暮らせる包摂的な共⽣社会づくりを推進する。
⽣活困窮者への⽀援、障害者⽀援の推進、困難な問題を抱える⼥性等に向けた
⽀援体制の強化に取り組むと共に、⾃殺対策、孤独・孤⽴対策を推進し、地域
の実情に応じた共⽣社会の実現に向けた取組を推進する。

○相談⽀援・地域づくり等による重層的⽀援体制の整備の促進
567億円（555億円）

 属性を問わない相談⽀援、多様な参加⽀援の推進、地域づくりに向けた⽀援
を⼀体的に⾏う重層的⽀援体制整備事業の推進 等

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援等の推進 832億円（730億円）
 相談対応から⼊居後までの切れ⽬のない住まい⽀援の強化、就労⽀援・家計

改善⽀援の更なる推進・強化
 都道府県による被保護者健康管理⽀援事業に係るデータ分析等を通じた市町

村⽀援の枠組みの創設 等
※⽣活保護の⽣活扶助基準の対応については、予算編成過程で検討する。

○障害者⽀援の促進、依存症対策の推進 1兆7,161億円（1兆6,218億円）
 障害福祉サービス事業所における⼈材確保や処遇改善の促進等のための⽀援

体制等の推進
 障害福祉サービス事業所等の整備、防災・減災対策の推進
 重度障害者等の通勤や職場等における⽀援の推進
 意思疎通⽀援事業等の体制強化をはじめとする地域⽣活⽀援の拡充
 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築の推進
 地域における依存症対策の⽀援体制整備、調査研究推進、⺠間団体⽀援 等

○成年後⾒制度の利⽤促進、総合的な権利擁護⽀援の推進
18億円（11億円）

 中核機関の整備等、市町村・都道府県による権利擁護⽀援の地域連携ネット
ワークづくりの推進

 ⾝寄りのない⾼齢者等の⽣活上の課題への対応を含めた新たな権利擁護⽀援
策構築に向けたモデル事業の実施 等

○困難な問題を抱える⼥性への切れ⽬のない⽀援の推進 56億円（52億円）
 官⺠協働等により、早期発⾒から地域での⾃⽴・定着まで切れ⽬なく継続的

に⽀援する事業の実施
 ⼥性⾃⽴⽀援施設における就職⽀援等の充実、⽀援の質の向上に向けた取組

の推進
 困難事例に対するスーパーバイズの実施、研修体系の⾒直し等を通じた⼥性

⽀援を担う者の育成・⽀援の強化 等

○⾃殺総合対策、ひきこもり⽀援の更なる推進 75億円（57億円）
 地域の実情に応じた継続的な⾃殺防⽌対策の推進、⺠間団体への⽀援を通じ

た全国的な⾃殺防⽌対策の実施
 こども・若者の⾃殺危機対応チームによる⽀援の推進、⾃殺対策に関する調

査研究等の体制拡充
 ひきこもり地域⽀援センターの設置の促進及び体制の充実によるひきこもり

⽀援の更なる推進 等

○医療・看護・介護・福祉の国家資格に係る複数資格の取得促進
0.8億円（0.3億円）

 養成課程間で共通する科⽬の履修免除や、既に修得した単位数・時間数に応
じた学修期間の短縮による複数資格の取得促進

○戦後８０周年関連事業
○現地調査・遺⾻収集の計画的実施、戦没者遺⾻の鑑定等に関する体制整備

○持続可能で安⼼できる年⾦制度の運営

○被災者・被災施設の⽀援、雇⽤の確保、原⼦⼒災害からの復興への⽀援等

令和７年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）
Ⅲ．⼀⼈⼀⼈が⽣きがいや役割を持つ包摂的な社会の実現

地域共⽣社会の実現等

戦没者の慰霊・戦没者遺族等の援護の推進 54億円（46億円）

安⼼できる年⾦制度の確⽴ 13兆3,932億円（13兆3,237億円）

被災者・被災施設の⽀援等 105億円（98億円）
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